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はじめに  
 

 18 歳人口の減少、地方創生、人口知能（AI）の普及による産業構造の変化など、我が国にお

ける私立大学を取り巻く環境は劇的な変化を遂げようとしています。そのなかで、私立大学が

自ら大学改革を推進していくために、内部質保証の重要性が増しています。そこで、「学修成果

の可視化」をはじめとする、大学のさまざまな成果や課題を可視化し、分析するための機能と

して多くの大学が IR 組織を設置していますが、一方で、IR 組織があまり機能していないとい

った声も聞かれます。 

 

そこで、本プロジェクトでは、加盟大学の大学 IR の促進に役立てることを目的に、加盟大学

のご協力のもと実施したアンケート調査に基づき私立大学の現状を分析し、そこから IR の課題

を抽出し、各加盟大学が今後 IR 活動を積極的に推進していくために必要なポイントを提言する

ことにしました。個々の分析や提言に関する具体的内容は報告書の各章に譲るとして、ここで

は次の２点にのみ簡単に触れておきます。  

 

第一に、私立大学の IR 組織は近年急速に整備されるようになってきましたが、現状では人員

配置や予算措置の面で問題を抱えていることが分かります。また、収集したデータの管理、分

析結果の政策への反映、IR を専門とする人材の配置や育成の点でも、まだ十分な威力を発揮す

るにいたっていない様子がうかがえます。  

しかし第二点として、IR 活動は、上記のような問題点を有しつつも、組織の成長期に特有の

多彩さと可能性をも、同時に持ち合わせていると言えます。情報の共有と活用がより適切に行

われれば、さらに分析と政策提言がより鋭く現状を捉えることができれば、そして何よりも、

大学経営や教学運営上の意思決定において IR 活動の重要性がより広く認識されるようになれ

ば、今後、IR 組織は単に大学教育の内部質保証・向上に貢献するだけではなく、将来構想、計

画策定、政策決定、そして重要な経営判断の領域にまで威力を発揮する組織へと成長していく

ことが期待されます。 

 

上述のアンケートの設問を検討するにあたっては、「大学における IR（インスティテューシ

ョナル・リサーチ）の現状と在り方に関する調査研究」（平成 24-25 年度文部科学省先導的大学

改革推進委託事業）を参考としました。同調査研究で作成されたアンケートの設問の利用を快

諾いただいた東京大学大学総合教育研究センターの小林雅之教授に厚く御礼申し上げます。  

 

本報告書が各加盟大学の IR 機能の促進、ひいては大学改革推進の一助となるものであれば幸

いです。 

 

平成 30 年３月 

 

大学 IR 機能促進検討プロジェクト 

担当理事  芝 井 敬 司  
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IR 組織の設置状況  

Ⅰ．「大学のインスティテューショナル・リサーチ（IR）に関するアンケート」集計結果 

 

【実施概要】 

 調査対象：加盟法人（109 法人）   

 実施期間：平成 29 年 10 月 20 日（金）～11 月 13 日（月）  

 回 答 数：92 法人（95 大学）/109 法人（回答率：84.4%）  

※３法人については、設置大学単位で回答。  

定  義：アンケート並びに本報告書では、「IR」を「大学のミッションとその実現のための手段、と

りわけ情報収集と分析」と定義している。  

 

 

Q１．IR 実施組織（以下、「IR 組織」）設置状況 /95 大学

「１．IR を実施している全学レベルの組織があり、

名称に『IR』という語を含んでいる」と回答している大

学の割合は、54 大学（56.8％）に上る。「２．IR を実施

している全学レベルの組織があり、名称に IR という語

を含んでいない」という回答 20 大学（21.1％）を加え

ると、IR の名称の有無を別として 74 大学(77.9％)が、

全学レベルの IRを実施する組織があると回答している。 

「４．IR を実施している全学レベルの組織はないが、

設置を検討中である」7 大学（7.4％）を含めると、将

来的には 81 大学（85.3%）の大学が IR を実施する全

学組織を有することになる。「３．IR を実施している全

学レベルの組織はない」と回答している大学は 14 大学

（14.7％）と少数派となっている。  

これらのことから、IR が全学レベルの組織として認

知されている状況と、大学における IR の重要性が高ま

ってきていることが読み取れる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

「IR」という語を含む 「ＩＲ」という語を含まない 

・ＩＲセンター  【教学系】  【戦略・企画系】  【教学系】  

・ＩＲ室  ・教学ＩＲ室  ・学長室  ・教育効果評価委員会  

・ＩＲ推進室  ・教学ＩＲプロジェクト ・大学戦略推進室  ・教育改革推進課  

・ＩＲ委員会   ・総合企画室   

・ＩＲオフィス   【改革・評価系】   

  ・大学改革推進室   

  ・大学評価・改革推進課  

  回答数（％）  

■ 
１． IR を実施している全学レベルの組織があり、名称に

「 IR」（または「インスティテューショナル・リサー

チ」）という語を含んでいる  

54 (56.8%) 

■  

２． IR を実施している全学レベルの組織があり、名称に

「 IR」（または「インスティテューショナル・リサー

チ」）という語を含んでいない  

20 (21.1%) 

■  ３． IR を実施している全学レベルの組織はない  14 (14.7%) 

■  
４． IR を実施している全学レベルの組織はないが、設置を

検討中である  
7 (7.4%) 

 

54 

56.8％ 20 

21.1％ 

14 

14.7％ 

7 

7.4％ 

全学レベルの IR 組織の名称例  
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IR 組織に関する規程の有無  

IR 組織における職員数  

専任   専任以外  うち専従者  

人数  回答数   人数  回答数  人数  回答数  

1 15  1 15 1 12 

2 15  2 7 2 4 

3 13   
 3 2 

4 3  4 3 
  

5 7   
 

  

6 3      

7 2  7 1 
  

8 2   
 

  

9 2   
 

  

10 1      

14 1      

15 1      

39 1      

50 1      

 

以下、「Q２．IR 組織の体制等」から「Q６．IR 組織が収集しているデータ」までは、「Q１」で、「１．IR を実施している全学レ

ベルの組織があり、名称に『IR』（または『インスティテューショナル・リサーチ』）という語を含んでいる」もしくは「２．IR

を実施している全学レベルの組織があり、名称に『IR』（または『インスティテューショナル・リサーチ』）という語を含んでい

ない」とした 74 大学の回答内容。  

 

 

Q２．IR 組織の体制等 /74 大学 

（１）規程の有無

IR 組織が組織として存在し、今後も存在していく条

件のひとつとして規程の有無が考えられるが、「規程

が有る」と回答している大学は 65 大学（87.8％）に上

り、「規程が無い」と回答している大学は 9 大学（12.2％）

である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)職員数

専任と専任以外という分け方で見た場合、職員とい

う性質上、専任である職員が IR に携わっている大学が

専任以外の職員の IR 従事者をはるかに上回っている。

しかし、専任でも 1 人から 3 人までという組織が過半

数を占めており、少数者の部門や組織であることがわ

かる。1 人の専従者が IR に携わっているケースがほと

んどでこの傾向には専任と専任以外の差は見られない。 

その一方で、少数ではあるが、専任、専任以外に関わ

らず多数の職員が IR 業務に携わっている大学もある。

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

有 

 

9 

12.2％ 

無 

 

65 

87.8％ 

（人数）  

（回答数）  

■専任  ■専任以外  ■うち専従者  
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15

13

3

7

3

2

2

2

1

1

1

1

1
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1
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2
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専任   専任以外  うち専従者  

人数  回答数   人数  回答数  人数  回答数  

1 13  1 4 1 7 

2 3    
2 1 

3 6  3 1 
  

4 5      

5 3  5 3 
  

6 1      

7 2      

8 1      

9 1  9 1 
  

15 1      

18 1      

 

IR 組織における教員数  

(３)教員数

専任と専任以外という分け方で見た場合、教員につ

いても職員と同様の傾向が見られる。  

1 人の専任教員が IR に携わっている大学が最も多く

13 大学だった。5 人の専任教員および専任以外の教員

が IR に携わっているケースも 3 大学見られる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４)設置年度

「2014 年」、「2015 年」、「2016 年」に IR を組織とし

て設置したと回答している大学が圧倒的に多く、総数

は 50 大学（71.4％）に上る。この背景には、2013 年か

ら開始された「私立大学等改革総合支援事業」のタイプ

１「建学の精神を生かした大学教育の質向上」において、

「大学等内に IR を専門で担当する部署を設置し、専任

の教員又は専任の職員を配置していますか。」という質

問項目があり、これをクリアしていると一定の点数が

獲得できることから、多くの大学が 2014 年に IR 組織

を設置したと推察できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（年度）  

（回答数）  

（回答数）  

（人数）  

IR 組織の設置年度  

※無回答（４大学）を除く 70 大学の回答  

 

 

■専任  ■専任以外  ■うち専従者  
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Q３．IR 組織の長 /74 大学 

「３．副学長」という回答が全体の 25 大学（33.8％）

と最も多く、次いで「７．室長」の 22 大学（29.7％）

となっている。「１．学長（総長）」「６．センター長」

という回答がそれぞれ各８大学（10.8%）となっている。 

規模別による比較をしてみると、小規模大学におい

ては、「３．副学長」が全体の回答同様、最も多く 10 大

学（43.5％）となっており、中・大規模大学では、「７．

室長」が最も多く、それぞれ、13 大学（39.4％）、7 大

学（38.9％）となっている。「２．理事長」は該当がな

く、経営側のトップは IR 組織の長となっていないこと

がわかる。「４．担当理事」は全体で３大学（4.1%）で

あったが、小規模大学においては該当がなかった。「８．

その他」の回答内容は、教員系と職員系の比率はほぼ半

数であることがわかる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答数（％）  

 
全体  小規模大学  中規模大学  大規模大学  

1．学長（総長）  8 (10.8%) 2 (8.7%) 4 (12.1%) 2 (11.1%) 

2．理事長  0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

3．副学長  25 (33.8%) 10 (43.5%) 9 (27.3%) 6 (33.3%) 

4．担当理事  3 (4.1%) 0 (0.0%) 2 (6.1%) 1 (5.6%) 

5．学長補佐・学長特別補佐  5 (6.8%) 1 (4.3%) 3 (9.1%) 1 (5.6%) 

6．センター長  8 (10.8%) 1 (4.3%) 4 (12.1%) 3 (16.7%) 

7．室長  22 (29.7%) 2 (8.7%) 13 (39.4%) 7 (38.9%) 

8．その他  16 (21.6%) 8 (34.8%) 7 (21.2%) 1 (5.6%) 

「８．その他」の内容  

【教員系】              【職員系】  

・学長戦略室長            ・事務局長  

・学部長               ・学長室長  

・学務部長              ・IR 推進委員会の委員長  

 

 

 

（回答数）  

IR 組織の長（兼務の場合は複数回答）  

8
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Q４．IR 組織の予算措置 /74 大学 

(１)年間の予算額（人件費は除く）  

「１．単独の予算はない」との回答が最も多く、35 大

学（47.3％）を占め、そのうちの 31 大学（88.6％）が

小・中規模の大学であった。小規模大学では、17 大学

（73.9％）が「１．単独の予算はない」と回答しており、

また予算措置額が 200 万円を超える大学はなかった。

一方で、500 万円を超える予算が措置されている大学

も全体で 12 大学（16.2％）存在する。大規模大学では、

７大学（38.9％）で 500 万円を超える予算が計上され

ている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数（％）  

 
全体  小規模大学  中規模大学  大規模大学  

■1．単独の予算はない  35 (47.3%) 17 (73.9%) 14 (42.4%) 4 (22.2%) 

■2．50 万円未満  10 (13.5%) 4 (17.4%) 3 (9.1%) 3 (16.7%) 

■3．50～100 万円未満  8 (10.8%) 0 (0.0%) 8 (24.2%) 0 (0.0%) 

■4．100～200 万円未満  4 (5.4%) 2 (8.7%) 2 (6.1%) 0 (0.0%) 

■5．200～500 万円未満  5 (6.8%) 0 (0.0%) 1 (3.0%) 4 (22.2%) 

■6．500 万円以上  12 (16.2%) 0 (0.0%) 5 (15.2%) 7 (38.9%) 

 

 

  

IR 組織の年間予算額  

35 

47.3％ 

5 

6.8％ 

12 

16.2％ 

4 

5.4％ 
8 

10.8％ 10 

13.5％ 
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(２)予算の種別  

大学の規模に関わらずほとんどが「１．経常経費」で

あった。予算措置がなされている各大学においては、大

学 IR が恒常的な取り組みとなっている（あるいは、恒

常的な取り組みであると認識されている）ことがうか

がえる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答（15 大学）を除く 59 大学を母数とし、割合を求めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「５．その他」の内容  

・経常経費と臨時的事業計画予算  

・IR に関連する予算は、経常経費としては、BI（ビジネス・インテリジェンス）ツールや資料等

の購入費がある（50 万円未満）。また、別途事業の必要に応じて学長の裁量経費から支出する

場合がある  

・必要に応じて学長室総合企画課予算にて対応  

・必要な経費については、学長室の予算から支出している（インスティテューショナル・リサー

チ室と学長室の人員が兼務発令のため）  

・単独の組織ではないので、単独の予算はもっていないが、例えば卒業生アンケートに関する委

託費は教育開発推進機構が所管し、学生リアル調査に関する委託費は学生生活課が所管するな

ど、大学の経常費の中で必要に応じて各課が予算申請を行っている  

・2017 年度期中に発足した組織であるため、単独の年間予算はない  

  

 回答数（％）  

  全体  小規模大学  中規模大学  大規模大学  

■  1．経常経費  49 (83.1%) 13 (92.9%) 24 (80.0%) 12 (80.0%) 

■  2．理事長（理事）または学長の裁量経費  2 (3.4%) 0 (0.0%) 2 (6.7%) 0 (0.0%) 

■  3．プロジェクト経費  2 (3.4%) 0 (0.0%) 1 (3.3%) 1 (6.7%) 

■  4．外部資金  0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

■  5．その他  6 (10.2%) 1 (7.1%) 3 (10.0%) 2 (13.3%) 

 

49 

83.1％ 

2 

3.４％  

2 

3.４％  
6 

10.2％ 

IR 組織の予算の種別  
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Q５．IR 組織の役割 /74 大学

「２．調査分析」と回答している大学が最も多く 71

大学（95.9％）、「１．データの収集・蓄積」と回答して

いる大学が 68 大学（91.9％）、「３.分析結果の報告」と

回答している大学が 65 大学（87.8％）である。  

上記の三つの役割は、多数の大学が実施しており規

模別でみても大きな差がない。  

これに対して、「４．政策提言」と回答している大学

は 30 大学（40.5％）、「５．施策（企画）の立案と実行」

と回答している大学は 26 大学（35.1％）である。この

二つの役割を実施している大学の割合は比較的低く、

規模別でみると大規模大学の割合が比較的高く、小規

模大学の割合が低い傾向がみられる。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「６．その他」の内容  

【人材育成関係】  

・人材育成、共有データベースの構築  

・ＩＲ利用環境の整備と IR 人材育成  

【教学関係】  

・教育情報に関する調査項目の内容を精査し、必要に応じて担当委員会に修正を指示  

・教育や学生の学びの成果測定（授業評価アンケートや教学データ集計、学生調査など）に関

わる業務（評価方法の開発、データ収集、分析、学内への報告）  

・全学・学部・全学共通教育センター（教養教育）の FD 活動との連携  

  

回答数（％）  

 
全体  小規模大学  中規模大学  大規模大学  

1．データの収集・蓄積  68 (91.9%) 22 (95.7%) 30 (90.9%) 16 (88.9%) 

2．調査分析  71 (95.9%) 23 (100.0%) 32 (97.0%) 16 (88.9%) 

3．分析結果の報告  65 (87.8%) 21 (91.3%) 28 (84.8%) 16 (88.9%) 

4．政策提言  30 (40.5%) 5 (21.7%) 15 (45.5%) 10 (55.6%) 

5．施策（企画）の立案と実行  26 (35.1%) 5 (21.7%) 12 (36.4%) 9 (50.0%) 

6．その他  12 (16.2%) 2 (8.7%) 6 (18.2%) 4 (22.2%) 

（回答数）  

IR 組織の役割（複数回答）  
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・IR を行う教育効果評価委員会では、学生の学修成果や学習時間の調査や分析、報告を行い、

教育効果評価委員会の事務担当部署である大学企画室で、学内のデータ収集を行い始めたと

ころである。  

【評価関係】  

・自己点検評価、大学評価、内部質保証システム、施策（企画）立案・実行のための会議運営 

・認証評価対応、FD 推進 

【その他】  

・IR に関する基本事項、データ活用・公開に関する事項など 

・IR データベース（サーバ）の管理・運用保守・開発。データリクエスト（依頼）に対するデ

ータ分析  

・レポート作成・提供  

・報告内容を検証し、有効な結果の活用やその公開に関すること  

・各部門、大学が直面している課題に沿った研修会の開催。各研修会には、外部から専門講師

を招聘する。  

 

 

 

Q6．IR 組織が収集しているデータ /74 大学

(１)収集しているデータの種類  

「４．学生へのアンケート調査」、「５．学籍情報」、「６．

成績情報」については、IR 組織を設置する大学のうち、

それぞれ 57 大学（77.0%）、54 大学（73.0%）、53 大学

（71.6%）と 70％以上の大学でデータを収集している。 

それに対し、「12．外部研究費獲得の情報」をデータ

として収集している大学は 18 大学（24.3％）にとどま

っており、IR 組織では主に在学生のデータを中心に収

集していることがわかる。
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「16．その他」の内容  

・「曜時履修者数」、「教室使用状況」、「入試実績」、「大学ブランドイメージ調査」、「入学時学

力診断結果」、「卒業生データ」、「自己点検・評価に係る根拠データ」、「エネルギー使用デー

タ」、「生涯学習プログラム利用者データ」、「図書館入館データ」ほか多数  

・他大学に関するベンチマークデータ（各種ランキング、公開情報等）  

・教員に関する情報（担当分野、人数、職階等）、職員に関する情報（TOEIC スコア等）、学

生の留学に関する情報  

・他大学情報、科目・講義情報、教員情報、入試成績、入試併願先大学・学部情報、高校情報、

企業情報（※外部研究費情報、研究業績データなど、IR として収集していないものの、大

学全体のシステムや商用システムによって収集しており、IR がダウンロードするなどして

分析するデータもある） 

・大学基準協会の大学基礎データに準じた学生、教員、施設設備等に関する基本的なデータ 

・教員情報（氏名、学歴、職歴、業績など基本情報の管理）、各種調査データ、世界大学ラン

キング情報等  

・TA 活動実績、教職員数、研究業績、社会貢献、出張講義実績、オープンキャンパス実績、

図書館情報（入館者数、利用者数、利用冊数等）  

・入試情報（募集人員、志願者、合格者、入試実施日数、併願学部等）、留学生数（派遣、受

入）、財務情報、大学イメージ調査、退学状況、学生流出入状況（近畿圏、全国地域別）、ST

比等  

【学生関係】  

・学修行動調査（教学比較 IR コモンズ） 

・指定校推薦入学試験に係る評定基準値調査 

・①大学生活で身についた実力調査、②学習施設等の利用状況調査、③卒業後の将来の活躍

の場（グローバル・ローカル）調査  

・大規模模試情報  

・学生の活動歴（留学・地域活動・学内部局支援等）、入学経路（入試制度）、学内表彰歴他 

・1 年、4 年終了時に PROG テストを実施し、学生のジェネリックスキルを測定  

・入試結果、出身高校等 

・入学前の志望理由、期待など 

・インターンシップ経験 

【教育関係】  

・授業改善のためのアンケート調査  

・教学に係るすべての情報 

・学生による授業アンケート 

・科目別ディプロマポリシー達成度調査  

・IR 委員会の実務を行う委員会（IR 委員会作業部会）が、適宜課題を設定し、必要なデータ

（学生の学籍情報、入試区分情報、成績情報、学生アンケート情報等一元管理しているデー

タ）を基に分析を行い、結果を IR 委員会に報告している 

【経営関係】  

・財務情報  

・学内事務部署の予算執行状況 

・財務分析情報（定量的な経営判断指標に基づく経営状況）、中長期計画策定情報  

【その他】  

・学長・理事長、他の会議・委員会から要請された事項 

・定期的に収集はしておらず、必要に応じてデータ提出を関係部署に求めている 

・組織が立ち上がったばかりなので、どのようなデータが必要か検討中である  

・その他の情報は、学内の IR 以外の組織で収集している。 

・教育懇談会出席者アンケート ファクトブック用データ 
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(２)収集したデータの管理方法  

大学の規模が大きくなるにつれ、専用 DB（データベ

ース）サーバで収集したデータを一元管理している大

学は多くなる傾向にあるが、全体として 9 大学（12.2％）

にとどまっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

「５．その他」の内容  

【一元化予定】  

・今後専用 DB サーバを設置し、データを一元管理する予定  

【フォルダ・ファイル管理】 

・担当事務部局の課内フォルダにデータを保存。集約はされていない  

・専用 DB サーバではないが、データを集約し、一元管理している  

・専用 DB はなく、全学的に活用している事務用サーバの本所属専用フォルダにてデータ管

理を行っている  

・連携する部署からデータ収集し、専用共有フォルダにてデータを一元管理している  

・各種データを１つのエクセルファイルに統合し、共有している  

【未設置】  

・IR 活動専用の DB サーバは設けていない  

・IR 活動専用の DB が無い 

 

 

  

  
回答数（％）  

■  １．専用ＤＢサーバにてデータを一元管理している  9 (12.2%) 

■  ２．専用ＤＢサーバにてデータを集約しており、一元管理へと整えていっている  12 (16.2%) 

■  ３．専用ＤＢサーバにてデータを集約しており、一元管理する予定はない  1 (1.4%) 

■  ４．専用ＤＢサーバではデータを集約していない  44 (59.5%) 

■  ５．その他  8 (10.8%) 

 

 
44 

59.5％ 

9 

12.2％ 

12 

16.2％ 

8 

10.8％ 

1 

1.4％ 

収集したデータの管理方法  
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Q7．IR 活動の実施体制 /95 大学 

全ての IR 活動のなかで、何らかの実施体制を有する

（「１．全学レベル」「２．学部レベル」「３．その他」

のいずれかの体制で実施）と回答のあったものは、「２．

就職状況調査」が 91 大学（95.8％）と最も多く、次い

で、「13．認証評価への対応」が 87 大学（91.6％）、「14．

大学情報公開への対応」が 86 大学（90.5%）となって

いる。  

それに対し、実施体制を有しない（「４．なし」）と回

答のあったものは、「18．寄付に関する分析」が 49 大

学（51.6％）と最も多く、次いで、「10．入学以前の学

生の特性の分析」が 45 大学（47.4％）、「16．研究業績

に関する分析」が 43 大学（45.3%）となっている。  

特に「１．全学レベル」で実施体制を有すると回答の

あったものでは、「２．就職状況調査」［85 大学（89.5％）］、

「４．大学情報公開への対応」［83 大学（87.4％）］、「認

証評価への対応」［82 大学（86.3％）］の割合がいずれ

も高く、「２．学部レベル」で実施体制を有すると回答

のあったものでは、「３．成績分布や GPA などの分析」

「４．休学、留年、中退などの要因分析」の割合が比較

的高い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

IR 活動の実施体制（複数回答）  
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１．入学志願者の調査（マーケッティング）

２．就職状況調査

３．成績分布やGPAなどの分析

４．休学、留年、中退などの要因分析

５．長期・中期計画（戦略計画）策定

６．財務状況の分析

７．学生へのアンケート調査（生活調査、生活実態調査など）

８．学生の達成度調査、大学教育の評価調査など

９．卒業生へのアンケート調査

10．入学以前の学生の特性の分析

11．FDの根拠となる情報の提供

12．執行部への調査情報・分析の提供

13．認証評価への対応

14．大学情報公開への対応

15．外部研究資金獲得状況の分析

16．研究業績に関する分析

17．ステークホルダー（学生や保護者など）へのフィードバック

18．寄付に関する分析

１．全学レベル ２．学部レベル ３．その他 ４．なし
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Q8．IR 活動の目的 /95 大学 

「２．教育改革の成果のチェック」と回答した大学が

74 大学（77.9%）と、最も多かった。「７．内部質保証

システムへの貢献」の 71 大学（74.7％）と合わせると、

教学における PDCA サイクルを回すことを IR 活動の

目的としている大学が多いことが読み取れる。  

一方で、「１．大学評価への対応」［61 大学（64.2％）］

や「５．大学の説明責任を果たすため」［50 大学（52.6％）］

と回答した大学もあり、外発的な動機で IR を実施して

いる大学が少なくないことも読み取れる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「９．その他」の内容  

【企画立案支援】  

・教育、研究および運営等の改善、将来構想に必要な計画策定、政策決定、意思決定を支援す

る情報の提供  

・データに基づく PDCA 活動の啓蒙  

・学長の方針を実現するための支援（現状把握、実現可能性、目標設定のシミュレーションな

ど）  

・学部等の政策立案、教学マネジメント業務（カリキュラム改革、入試戦略などを含む）の支

援  

・自己点検・評価の実施及び問題解決に必要となる本学の経営に関する情報、教学に関する

情報及び学長が指示する各種情報、資料の収集及び分析 

・学部等からのデータリクエストに基づくデータ分析・レポート作成・提供（執行部の意思決

定支援）  

【入試関係】  

・入学試験のあり方･方法 

・入試広報  

【その他】  

・学部等の教育研究活動の活性化の支援  

・調査統計業務の支援  

・成績不振者の状況分析 
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Q９．学生に関するデータの収集・分析 /95 大学

（１）全学レベルの学生へのアンケート調査の実施状況  

学生アンケートは、記名・無記名を合わせると、88 大

学（92.6％）で実施されている。  

学生アンケートを実施している大学のうち、50 大学

（56.8％）が無記名での実施となっており、未だ半数以

上が無記名式の実施である。

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)学生に関するデータの収集・分析状況  

「５．ほぼすべて外部の業者に委託している」との回

答は 6 大学（6.3％）であり、ほとんどの大学では、情

報の収集と分析を学内で行っている。学内で情報の収

集・分析を行うとした大学のうち、「１．ほぼすべて学

内の IR 組織で行っている」と回答した大学は 36 大学

（37.9％）である。  

一方で「２．ほぼすべて学内の組織（IR 組織以外）

で行っている」と回答した大学は 60 大学（63.2%）で

あった。また、「３．他大学等と共同共有している」「４．

一部、外部の業者に委託しているものがある」と回答し

た大学が 32 大学（33.7%）あり、IR 組織を設置しても、

多様な手段によって情報の収集と分析が行われている

ことがうかがえる。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「６．その他」の内容  

・データの収集は各所管部署

が行い、分析は各所管部署

及び IR 委員会（作業部会）

が行っている  

・IR 組織で行っているのは一

部で、その他は、各委員会等

の別組織で行っている  

・データ収集および分析は、IR

組織と IR 組織以外の両方で

行われている  

 
回答数（％）  

■１．無記名式で実施している  50 (52.6%) 

■２．記名式で実施している  38 (40.0%) 

■３．実施していない  9 (9.5%) 

 

（回答数）  

学生へのアンケート調査の実施状況  

学生に関するデータの収集・分析状況（複数回答）  

※２大学より複数回答があったため、割合の合計は

100％を超える  

（回答数）  
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１．ほぼすべて学内のIR組織で行っている

２．ほぼすべて学内の組織（IR組織以外）

で行っている

３．他大学等と共同共有している

４．一部、外部の業者に委託している

ものがある

５．ほぼすべて外部の業者に委託している

６．その他

50

38

9

0

10

20

30

40

50

60

１．無記名式で

実施している

２．記名式で

実施している

３．実施していない
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Q10．全学レベルのローデータへの IR 活動担当者のアクセス権限の状況 /95 大学

ローデータに「１．アクセスできる」あるいは「２．

アクセスできないが、リトリーブ*できる」と回答した

大学は、「学務（学生・成績等）データ」で 79 大学（85.9％）、

「教員データ」で 64 大学（71.1％）、「財務データ」で

48 大学（52.7％）である。  

そのうち、直接データに「１．アクセスできる」大学

は、「学務データ」で 25 大学（27.2％）、「教員データ」

で 20 大学（22.2％）、「財務データ」で 4 大学（4.4％）

とその割合は低い。  

規模別に見ると、「学務データ」、「教員データ」とも

にアクセスできる大学数は、比較的、中規模大学が多い

が、割合でみると「学務データ」は小規模大学が、「教

員データ」は、大規模大学がやや高い。  

 

*リトリーブ：ローデータに直接アクセスはできないが、提

供されることは可能

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■学務（学籍・成績等）データ  

 

 

 

 

 

 

■教員データ  

 

 

 

 

 

■財務データ   

25

20

4

54

44 44

13

26

43

0

10

20

30

40

50

60

学務（学籍・成績等）データ 教員データ 財務データ

（回答数）  

 アクセス  

できる  

アクセスできないが、

リトリーブできる  

アクセスもリトリーブ

もできない  
合計  

全体  25 (27.2%) 54 (58.7%) 13 (14.1%) 92 

小規模  9 (29.0%) 19 (61.3%) 3 (9.7%) 31 

中規模  11 (27.5%) 24 (60.0%) 5 (12.5%) 40 

大規模  5 (23.8%) 11 (52.4%) 5 (23.8%) 21 

  アクセス  

できる  

アクセスできないが、

リトリーブできる  

アクセスもリトリーブ

もできない  
合計  

全体  20 (22.2%) 44 (48.9%) 26 (28.9%) 90 

小規模  6 (20.0%) 14 (46.7%) 10 (33.3%) 30 

中規模  8 (20.5%) 22 (56.4%) 9 (23.1%) 39 

大規模  6 (28.6%) 8 (38.1%) 7 (33.3%) 21 

  アクセス  

できる  

アクセスできないが、

リトリーブできる  

アクセスもリトリーブ

もできない  
合計  

全体  4 (4.4%) 44 (48.4%) 43 (47.3%) 91 

小規模  3 (10.0%) 13 (43.3%) 14 (46.7%) 30 

中規模  0 (0.0%) 22 (55.0%) 18 (45.0%) 40 

大規模  1 (4.8%) 9 (42.9%) 11 (52.4%) 21 

 

全学レベルのローデータへの IR 活動担当者のアクセス権限の状況  

■１ .アクセスできる  ■２ .アクセスできないが、リトリーブできる  ■３ .アクセスもリトリーブもできない  

 

※いずれの項目も、無回答の大学を除く大学数（「合計」欄）を母数とし、合計に占める割合を求めた。 
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Q11．IR 活動に専従する教職員の採用・育成 /95 大学 

IR 人材はどのように採用し、育成しているのだろう

か。「採用」および「育成」ともに現在「２．行ってい

ない」と回答した大学が大多数であった。「４．行って

おらず検討もしていない」を加えるとかなりの大学数

に上る。  

一方、「採用」、「育成」を「１．行っている」と回答

した大学は、15 大学（16.0％）、21 大学（22.3％）であ

り、「３．行っていないが検討している」と回答した 9

大学（9.6％）、16 大学（17.0％）を加えても少数にとど

まっている。  

これらやその他の中に含まれている自由記述の回答

を参照すると OJT を通じての育成やあるいは外部のセ

ミナーなどに教職員が参加することで IR活動における

スキルを獲得している方式が一般的となっているよう

に見受けられる。適任者の応募が採用においてもなか

なかいないという回答からも、IR が大学において今や

標準として認知されつつあるにも関わらず、そうした

人材の獲得や育成が浸透していない現状がうかがえる。

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答（１大学）を除く 94 大学の回答。  

 

「５．その他」の内容  

【採用】  

・採用・募集を行っているが、適任者の応募がない  

【育成】  

・専任職員による IR スキル、知識の習得（OJT） 

・外部の研修やセミナーに参加している  

・学園の方針として、効率的に大学を運営していくためには、各教職員が一つの業務を専門

担当的に担う方式ではなく、むしろ多様な業務を一人が担うマルチタスク方式で業務を実

施する必要があるため、専従者は配置しない  

・専従とせず、部門全員が一定の業務を行える方向を目指している  

【その他】  

・現在、専従者がおらず、兼務教員・職員の２名で対応している  

・そもそも専従者がいないので、上記の回答は「行っていない」となるが、例えば大学 IR 推

進連絡協議会構成員、事務局レベルでは、様々な形で「行っている」  

 

（回答数）  

IR 活動に専従する教職員の採用・育成  

15

54

9
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Ⅱ．私立大学における IR の課題と提言 

 

本章では、アンケート調査の自由記述回答より、私立大学が IR 活動を促進するにあたっての課題と提言を７項

目（組織面・人材面・施設設備面・データ面・コスト面・外部環境面・その他）ごとにまとめた。課題をまとめる

にあたり、大学の所在地域と規模の違いにより特徴がみられるかを一つの視点として分析を行ったが、それぞれの

区分は以下の通りとした。  

 

【所在地域】  

・東京圏（東京都）  

・近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）  

・上記以外の都道府県  

  

【大学定員規模（学部と大学院の定員の合計）】  

・小規模（～3,000 人未満）  

・中規模（3,000 人～10,000 人未満）  

・大規模（10,000 人以上）

 

1．組織面 （執筆担当：熊谷委員）

IR を担う人材の育成が最重要課題 

政策提言可能な人材の育成が急務 

IR を実施する全学レベルの組織は多くの大学で設置

されつつある。しかし、多くの大学において、IR の本

格的な導入について過渡期であり、実質的には実施体

制や業務内容など IR 活動に関する課題が散見される。 

 全体的には、IR を担う人材の育成が最重要課題であ

る。IR に関する部署や委員会を設置することで、IR に

関する方針や全学的な実施が可能となる。しかし、仮説

を立て分析をする人材がいなければ、教育改革や学生

の学習成果を測ったり、大学経営の基礎となる情報を

分析したりすることが困難である。これでは IR 本来の

目的を果たすことができない。また、18 歳人口減少に

より、これからの大学経営はますます厳しい状況にな

ることは想像に難くない。そのような状況の中で、健全

に大学を運営し、さらなる発展のためには、データの収

集・分析を行うだけでなく、政策提言可能な人材の育成

は急務である。このような人材を IR 専従の教職員とし

て配置することで、それぞれの私立大学の設立理念に

則った特色ある高等教育を提供することができ、大学

の教育改善・教育改革に資する取り組みを実施するこ

とができる。  

また、教学 IR に注目が集まる一方で、「研究 IR」も

今後は重要となる。教員の研究活動や社会連携活動と

しての成果、知的財産、学外資金の獲得や受託研究など

のデータベースが構築されることで、研究力の強化や

大学の魅力発信が容易になるためである。その結果、私

立大学の存在意義をますます高められる。そして、より

質の高い高等教育を提供し、日本の発展を支えるに足

る人材の持続的輩出に貢献することができる。  

小規模大学の課題は 

マンパワー不足と予算の確保 

 規模別にみると、まず小規模大学について、マンパワ

ーの不足・予算の確保が最大の課題である。大規模大学

と比較すると、予算も人員も有意に少ない。学生総数が

少ないため、比例して教育職員や事務職員の数も少な

く、IR を実施する全学レベルの組織を設置することが

比較的困難である。また、専門部署を設けても、形式的

であり専門部署としての役割を果たせていないことも

ある。予算については、IR 実施のための予算が設けら

れていないケースもみられ、全学レベルの組織を新設

しても、調査・分析は不十分である。  

中規模大学の課題は 

IR 活動のための情報共有や協働体制の構築 

 中規模大学についてもマンパワーの不足は課題で、

専門部署としての役割を果たせておらず、活動レベル

として不十分と考えている大学が多い。具体的には、

「活動目的を明確にできていない」「専門スタッフを配

置できないため、詳細な分析ができない」等の課題が浮

き彫りになっている。一方で、小規模大学と比較すると

IR 実施に関して組織化されているケースも多い。中規

模大学の大きな課題は、実施体制や業務の内容である。
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規模が大きくなると教育職員と事務職員の役割は明確

になる。その一方で、情報共有や協働体制の構築が困難

になりがちである。また、事務部署間における権限構造

が明確であることが多く、連携やデータの収集・閲覧の

障壁になる場合がある。そのため、IR 組織に対する権

限付与が課題となる。  

大規模大学の課題は 

ＩＲ組織の位置づけと法人ＩＲへの展開 

 大規模大学については、小・中規模大学よりも予算や

マンパワーは比較的恵まれている。一方で、組織が大き

いために、IR 組織の位置づけが課題となっている。IR

を専門業務とする部署の有無にかかわらず、権限設定

や他部署との協働については中規模大学と同様に課題

である。大規模大学については、教学 IR は比較的進展

している状況にあり、経営や財務を含めた「法人 IR」

が次の課題である。  

ＩＲの重要性を全学的に浸透させ 

教学ＩＲと法人ＩＲの連携体制の構築を 

 小・中規模大学については、IR の活動目的や方向性

を明確にし、IR の重要性を全学的に深く浸透させるこ

とで、IR に対する優先順位を高め、マンパワーや予算

の不足を少しでも解消することが望まれる。  

 大規模大学について、教学 IR 体制は整備されつつあ

る。しかし、経営・財務に活かされていない実情がある。

18 歳人口の減少により、大規模大学であっても安定的

な経営は喫緊の課題である。そのためにも、教学と協力

しながら法人 IR への展開が期待される。

 

 

2．人材面 （執筆担当：山田委員）

ＩＲの機能を学内で効果的にするには 

人材の確保と育成が鍵 

今回の調査において、多くの私立大学が IR に関連す

る組織を設置し、そこに人を配置していることが判明

した。設置時期との関連をみてみると、2013 年から開

始された「私立大学等改革総合支援事業」が IR 組織の

設置にも関連していることがみて取れた。つまり、IR

組織の設置が補助金獲得の一部として大きな意味を持

つようになってきている現在、多くの私立大学が IR 組

織を急遽設置している現状がある。  

IR 組織を機能させ、大学全体でいかに IR の機能を

効果的にするか、ガバナンスに役立てるかということ

については、人材の確保と育成が鍵となることは否め

ない。本調査でも、IR 活動に専従する教職員の採用・

育成を聞いているが、結果として「採用」および「育成」

ともに現在「行っていない」と回答している大学が大多

数であった。「行っておらず検討もしていない」を加え

るとかなりの数に上ることが判明した。回答結果を規

模別にみた場合、小規模から中規模、大規模になるほど

「行っている」と回答している大学が増加する傾向が

みられる。一方で、「行っていない」と回答している大

学は、小・中規模大学に多く、大規模大学では少なくな

る傾向が散見された。  

ＩＲ活動に専従する教職員の採用は難しい 

育成についても個々の大学では困難な状況 

次に、自由記述回答を参照しながら、人員、構成、人

材育成等の課題について検討してみよう。調査結果で

は、「採用」および「育成」ともに現在「行っていない」

と回答している大学が大多数であることが示されたが、

自由記述回答でもおおよそ調査回答と重なる記述が目

立っている。IR 活動や統計分析を担う人材を専従とし

て置くことの難しさについては、特に小・中規模大学が

課題として提示している傾向が強い。大規模大学では、

IR 活動や統計分析を行う人材の配置はできるものの、

次のステップとして大学内の情報データベースとの連

関など技術的な課題や育成の方法、計画的な人事配置

についての課題を提示する傾向がみられる。一方で、IR

業務の内容が確立されていないということから、どの

ような人材を育成していくかについては困難性を感じ

ているという記述もある。  

ＩＲのさらなる発展のためには 

専門人材育成の教育プログラムの提供が必要 

こうした記述からは、現在 IR が直面している現状

とも関連した課題が浮かびあがってくる。国立大学法
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人評価で IRの進捗が求められるようになっているだけ

でなく、私立大学においても、私立大学等改革総合支援

事業の項目に IR担当部署の設置と人材配置が提示され

ているように、IR は高等教育機関にとってもはや標準

として位置づけられている。これまで黎明期にあった

日本の IR は学習成果に関連した教学 IR および国立大

学を中心とした評価対応としての IRを中心に展開して

きたが、現在では、「機関の計画策定，政策形成，そし

て意思決定を支援する情報を提供するために，高等教

育機関内で行われる調査研究」とする IR に関するサウ

プの定義（1990）*に近い包括的な IR 活動が浸透しつ

つある。そのため、学習成果の可視化に関連した教学関

係のデータの収集、分析等といった教学 IR から、入学

募集分析、財務分析と改善、経営分析、効率的な施設分

析そして大学ランキングを向上させるための研究 IRと

いった多様な活動が IR として求められつつある。その

ような状況においては、どのような人材を採用し、育成

していくかについては絵図を描きにくいという側面が

ありはしないか。統計分析のスキルだけでなく、データ

ベース構築といった技術、そして経営支援を行えるよ

うなデータ分析と作成スキル等までも視野にいれた人

材の採用・育成計画が求められるとすれば、こうした要

望に応えられるような教育プログラムを大学院が現在

提供できているとはいえないだけでなく、OJT を通じ

ても人材育成には限界があるといえよう。  

今後は、学協会や中間団体等による標準的な能力要

件の提示や次の段階としての修了証プログラムなどの

提供が必要となってくるのではないだろうか。  

 

*Saupe, J.L.(1990). The Function of Institutional Research 

(2nd ed.). Tallahassee, FL: Association for Institutional 

Research. 

 

3．施設設備面 （執筆担当：後藤委員）

ソフト面の課題は BI ツールの導入など 

ハード面はデータの一元管理や業務スペース 

施設・設備面の課題は、主にハード面に関するもの、

ソフト面に関するもの、予算措置に関するものに大別

することができる。  

ソフト面では、ビジネス・インテリジェンスツール

（BI ツール）の導入について、情報量の増加に伴い、

その必要性が高まっているようだ。同時に、データ統合

と分析を一元管理するための、セキュリティソフトの

更新や、データを共有し分析するために教学システム

の更新なども課題としてあげられている。ハード面で

は、分散管理されているデータを一元管理するための

共有（あるいは統合）データベースの構築や IR 業務を

遂行するためのスペースが共通した課題となっている。

予算措置面では、ソフト・ハードの両面を整備するため

の費用、IR 業務に従事する人材の確保のための費用な

どを課題としてあげている大学があった。  

小規模大学の課題は予算措置 

中・大規模の課題は膨大な情報管理の方法 

これらの課題を規模別・地域別にみてみたい。まず規

模別であるが、小規模大学と中・大規模大学で若干の違

いがみられた。小規模大学では、予算措置面の課題が比

較的多い。特に統合データベースや業務スペースを必

要としながら、予算的な側面からその整備が十分でな

いとの意見が複数みられた。また、予算上の理由から教

学システムの更新が遅れており、それが IR 活動にも影

響を及ぼしているような記述もあった。一方、中・大規

模大学では、膨大な情報をどのように管理し、分析する

かという点での課題が多かった。複数の大学で BI ツー

ルや分析ソフトの導入や更新について検討に入ってい

ることもうかがえた。  

規模別である程度目にみえた違いがあったのに比べ

て、地域別では、特に顕著な違いをみつけることはでき

なかった。前述した課題については、どの地域でも同様

であり、地域特性が IR 活動に影響を及ぼすことはない

ように思われる。  

学内での IR 活動の目的の共有が 

必要な環境整備につながる 

これらの施設・設備面での課題を整理してみると、小

規模の大学では依然として IR活動を展開していくため

の環境整備が不十分であり、中・大規模大学では、環境
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整備は一定以上整っているが、管理・運営面で課題が生

じていると言えよう。しかし、これらはあくまでも表出

している課題であって、本質的な課題は、IR 活動の目

的の共有ではないだろうか。調査全体からも、IR の重

要性は理解が進んでおり、そのための組織も整備され

ているが、各大学の状況に応じた IR の目的が未だ十分

に共有されていないことが読み取れる。IR 組織を数年

前に設置した複数の大学において、目的の不明瞭さが

課題としてあげられていることがその証左と言えよう。

また、予算措置の面でも、何のために予算を措置するの

かが不明確であるため、特別の予算が措置されない、あ

るいは立ち上げ時のインフラ整備に資金は投入したも

のの、運営に必要な経常経費の措置が不十分である大

学が多かった。  

IR 活動と十全な活動を行うために必要な施設・設備

面の整備は、各大学の状況によって千差万別である。何

を目的として、どのような結果を見据えて IR 活動を展

開するのかを十分に議論し、それを大学全体で共有す

ることで、自大学に必要なインフラ、ソフトウェア、予

算規模等が明確になり、現状の課題の解決と各大学の

IR 活動の充実につながるだろう。  

 

４．データ面 （執筆担当：大山委員）

在学生に関わるデータは主に IR 組織で収集 

その他のデータは IR 組織以外の部署で収集 

今回の調査から、在学生の成績等のデータの取得に

ついて、「全学レベルでの実施体制を有する」と回答し

た大学数が 58 大学であったのに対し、IR 組織で収集

するデータとして「成績情報」を回答した大学数は 53

大学であった。  

卒業生アンケートについて、「全学レベルでの実施体

制を有する」と回答した大学数が 52 大学であったのに

対し、IR 組織が収集するデータとして「卒業生へのア

ンケート調査」を回答した大学数は 28 大学であった。 

外部研究資金獲得状況の分析について、「全学レベル

での実施体制を有する」と回答した大学数が 51 大学で

あったのに対し、IR 組織が収集するデータとして「外

部研究費獲得の情報」を回答した大学数は 18 大学であ

った。  

このことから、成績情報等をはじめとする在学生に

関するデータについては、多くの大学が IR 組織におい

て収集しているが、卒業生に関するデータ等、その他の

データについては、IR 組織以外の部署が収集・管理し

ている状況がみてとれる。  

部署ごとの形式の異なるデータ管理と 

アクセス権限が IR 活動の障壁に 

自由記述回答においても、大学の各部署が各データ

を管理しており、そのデータ形式も異なり、データベー

スへの IR組織のアクセスが課題であるとしている大学

が多い。この傾向は、大学の規模、地域によらず顕著で

ある。  

また、IR の目的が大学教職員に共有されていない、

IR 組織の位置づけが不明瞭であると回答している大学

もあり、IR 組織が全学的な組織と認識されていない大

学が少なからずあるように思われる。そのため、各デー

タは部署ごとに管理されたままであり、データにアク

セスすることへの障壁が生じている。各部署で管理し

ているデータ形式も異なるため、IR 組織がデータにア

クセスしても、その分析に時間がかかってしまう傾向

がみられる。  

以上の状況から、IR 組織がデータの一元管理をして

いる大学が少数にとどまっていると考えられる。  

ＩＲ組織の目的・機能を共有し 

データのアクセス範囲を広げることが重要 

IR 組織を立ち上げたが、その目的や機能が周知され

ているとは言い難い大学が少なからずある。大規模大

学であるならば、規模が大きいために、大学全体への周

知が難しいと考えることもできるが、中規模大学、小規

模大学においてもみられる。IR 組織の重要性が十分に

認識されてはいない可能性があり、まずは、IR 組織の

目的や機能を個々の大学構成員が認識する必要がある

と考えられる。  

各部署が収集したデータが、個々に存在していたの

では、十分な活用ができない。各大学の事情により、IR
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組織が分析するデータ形式が異なったり、個人情報保

護法をきっかけとして、より学生の成績情報等に直接

アクセスすることが難しい面もあるが、できるだけ広

範囲のデータを収集し、その関連性等を分析すること

で、データを活かすことができる。  

各部署の理解のもと 

データ形式の統一と一元管理を推進 

このためには、IR 組織の扱うデータの形式を揃える

とともにデータの範囲を広げる必要があると考えられ、

また、広範囲のデータを分析するためには、そのデータ

に直接アクセスできる環境の整備が必要である。  

IR 組織が十分に機能できるように、データを収集し

ている各部署の理解を進め、その上で、データ形式の統

一化などソフト面を改善し、さらにはデータベースサ

ーバによる一元管理の必要性の理解を進めなければな

らないのではないか。  

 

  

5．コスト面  （執筆担当：劉委員） 

大学の規模に関わらず 

IR 活動に対する予算措置は厳しい 

今回の調査から、一部の大学では IR 活動に対し、経

常的経費が措置されず、特定の事業（例えば、スーパー

グローバル大学創成支援事業）の補助金、あるいは学長

裁量的な予算などによって活動を行っている現状が明

らかとなった。しかも、小・中規模の大学だけではなく、

比較的財政基盤が強いとされる大規模大学においても、

IR 活動への特定の予算を割り当てや恒常化が課題とし

てあげられている。  

上述の課題の要因として、「学内に専従部署が設置さ

れていない」「IR 活動は各部署が中心となっているため、

IR 活動の予算としての総額や使途は把握し難い」など

IR 組織の整備状況が関わっていることがうかがえる。  

IR 活動は 

費用対効果が見込めるのかとの懸念も 

また、「どのような IR 活動を展開できるのかを明確

にしたうえで、それに合わせた予算配分を検討してい

く必要がある」「費用対効果を考えると IR 組織に多額

のコストをかけることは難しい」「コストをかけようと

思えばいくらでもかけられる部分ではあるが、まだ IR

に対する費用対効果を説明しきれる実績がないため、

予算が取れるような実績を積んでいく必要がある」「コ

ストに見合った成果が出せるかどうか、およびそれに

対する経営層の理解を得ること」などのコストに見合

う成果を得られるのか懸念を示す回答がみられた。  

 

ハード面の整備や 

人件費・人材育成に対する予算不足が課題 

IR 関係業務にかかる費用等の課題に関して、IR 活動

を行うための専用のサーバやシステム等のインフラ環

境の構築、外部のアンケート調査パッケージの利用、学

生のアンケート調査やファクトブックの制作、解析シ

ステムや解析ソフトの購入というハード面での問題が

取り上げられている。また、「教員情報を管理するデー

タベースの導入費や維持費に係る費用負担が大きい」

「人材育成や環境整備の予算が不足している。各地で

開催されている IR手法や内部質保証への取り組みの最

新情報の入手がなかなかできない」「解析システムや解

析ソフトより、人材育成に重点を置いている」など人件

費、人材育成における予算の不足とが指摘されている。

とりわけ、小規模大学の場合はさらに多くの問題を抱

えているように思われる。  

IR 活動への費用不足は 

教学改革の契機を逃すことも 

このような業務にかかる費用不足により、「費用面の

都合で外部委託のアセスメントテスト等の導入ができ

ておらず、教育課題をデータで可視化できていない。こ

のため、立体的な PDCA サイクルの構築ができない」

「学生のアンケート調査やファクトブックの制作は一

部作業を外部業者に委託しているが、毎年かなりの費

用が掛かっている。アンケートは教学支援システムな

どを使うことで費用が掛からないようにできるが回収

率がかなり下がってしまう懸念がある」等、教学改革の

- 20 -



 

 

芽を摘みかねない問題をもたらしている。  

IR 活動の推進が大学教育の改善につながる 

執行部の認識を高める必要性 

上述の調査結果から、今後 IR 活動を推進するために

コスト面での課題に向けてさらなる改善が必要である

と思われる。まず大学の教育の改善における IR の必要

性に対する認識、とりわけ執行部の認識を高めていく

必要がある。IR 活動の効果と費用との関わりは、「ニワ

トリとタマゴ」のような関係である。IR 組織を確立し、

また学内での位置付けを明確にした上で、予算と人材

を確保することが IR 活動の展開の重要条件である。  

 

  

6．外部環境面  （執筆担当：泉谷委員） 

IR 組織の最大の課題は 

全学的な IR 活動の理解と他部署との連携 

調査に回答のあった 95 大学のうち、57 大学が外部

環境面の課題について、「学内の理解が不十分である」

「学内の周知が不十分である」「目的・計画が定まって

いない」「部署間の理解に差が生じている」「他部署との

連携が今後の課題である」「理解はされているが、実施

するためには検討を要する」等を挙げている。そのなか

でも、多く挙げられた課題は、「学内の理解が不十分」

である。また、その他に挙げられている事項をみると、

「学内の周知が不十分である」「部署間に差がある」な

ど、その組織において IR 活動の定義・目的・重要性な

どが明確になっていないことが、学内の理解を得られ

ていない要因の一つではないかと推測される。  

「私立大学等改革総合支援事業」を契機に設置 

IR 組織や活動への理解が後回しに 

IR 組織の設置年度からみると、「私立大学等改革総合

支援事業」のタイプ 1 の項目として設定されたことを

契機に IR 組織を設置し、活動に取り組んでいる組織も

少なくはないのではないだろうか。そのため、この設問

のポイント獲得を目指した取り組みに重点をおいてし

まうと、設問の要件等である「学修時間・教育の成果等

に関する情報の収集・分析を必須とし、大学等が自ら置

かれている客観的な状況を収集・分析するだけでなく、

内外に対して必要な情報を提供する活動等を含む。た

だし、単に入試や大学・法人の経営に関する情報の収

集・分析は該当しない。」を IR 活動の重点事項と位置

づけてしまう可能性は否めないだろう。  

「私立大学等改革総合支援事業」のタイプ 1 の設問

項目となる以前から IR活動に取り組んでいる組織にお

いても周知の他、データ活用に関する運営体制整備や

管理に課題があると回答している。「IR 活動に一定の

理解が得られている」としている回答も数件みられる

が、理解は得られているとしているものの部署間の差

や分析データの活用・情報発信が十分ではないまたは

体制や方針が整っていないなどと課題は残している。  

一方で、「学内の認知度は低いものの活動には支障が

ない」「課題として考えていない」、または課題が挙げら

れていない組織も全体の半数程度みうけられる。  

自大学の IR 活動の目的の明確化が 

IR 活動への学内の理解につながる 

今後 IR活動において必要な取り組みとして挙げられ

ている事項は、「環境整備」「運用体制の整備」「データ

の標準化・一元化」「PDCA サイクルの確立」「理解・周

知を深める」「部署間の連携」などである。  

これらの事項は、標準的・画一的なものはなく、各組

織における定義・目的によって確立されるものであり、

IR の考え方・仕組みが組織ごとに異なることは当然で

あろう。これは同一の組織内にあっても分析する内容

はさまざまで経営にかかる財務状況なのか、大学運営

にかかる教育・研究なのか、学生募集にかかるものなの

か、外部評価にかかるものなのか、というように意思決

定にかかる状況や外部環境が変われば、定義や目的も

変わることもあり、活動の内容も多様に変化すること

もある。  

そのため、変化の状況に関する情報共有や認識に時

間差が生じることなどにより、学内全体の理解や周知

が十分でない、部署によっては差が生じるなどの課題

が生じているのではないだろうか。  
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IR 活動の成功は 

学内の理解と執行部の使い方次第 

これからの IR活動の取り組みにおける課題改善に向

けては、各組織において誰が何を意思決定するために

調査を行うかなど目的・計画等を明確にするとともに

組織を構成する人員にその内容を説明し、理解と周知

をはかり、調査・分析した情報を発信して組織全体で情

報共有や連携・協働していくことが重要となる。また、

PDCA サイクルを回すために意思決定者や執行部によ

る計画・方針を共通理解し、実施結果をさまざまな角度

から戦略的に分析・評価した結果をいかに発信・共有で

きるか、その分析・評価結果を意思決定者や執行部が次

の一手とするかが問われる。IR 活動を組織構成員にど

のように意識させ、浸透させていくかをそれぞれの組

織で考えていかなくてはならない。  

 

 

  

７．その他  （執筆担当：森委員長）

多くの大学において 

人材育成と IR 活動の位置づけの明確化が課題 

「その他」の項目には、上述の六つの側面（組織面・

人材面・施設設備面・データ面・コスト面・外部環境面）

以外の課題があげられた。そこには、IR がすでに学内

の改革で一定の役割を果たしているからこそ立ち現れ

る、さらなる課題が浮き彫りになっている。まず繰り返

し挙がっているのは、人材育成へのニーズである。これ

は再度、本報告書「２．人材面」（p.17）をご覧いただ

きたい。内部質保証システムの一翼を担う IR ではある

が、任期付き教職員の雇用が多いため、情報の分断や限

界を感じているコメントが寄せられている。また IR と

して組織化されたものの、学内外のさまざまな要因に

より、思ったように推進できない現状もうかがえる。特

に大学全体の教育改革の中で、IR が明確に位置づけら

れていない場合がある。学内の複数部署と密に連携す

るためには、IR の目的を明らかにし、内部質保証シス

テムの中に適切に位置づけていくことが喫緊の課題で

ある。さらには教学を中心とした IR に加えて、経営や

財務に係る IR へのニーズの声も挙がっている。  

まずはベンチマークを設定し 

他大学との比較で自大学の特徴を明らかに 

これら課題のすべてを一足飛びに解決することは難

しいが、挙がっているコメントの中に、現状改善へのヒ

ントもある。まずはベンチマーク（標準数値）だ。個別

の大学において、何がその大学の強み・弱みであるかは、

単独大学の経年変化だけからでは把握しにくい。そう

いう時には、基準との比較、または他大学との比較でよ

り自大学の特徴が明らかになる。それには本連盟のデ

ータライブラリの活用も提案されているが、今後、情報

の信頼性を高めていく必要がある。いずれにせよ、IR

を活用し、さらに教育改革を推進していくためには、学

内だけに閉じず、学外の機関、大学と繋がることによっ

て、再度、学内の改革を後押しすることが重要になる。
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Ⅲ．私立大学における IR の促進に向けて 

 

 

95 大学のご協力を得て行った本調査は、実際の IR 担

当者に回答いただくことで、現在の IR の推進状況、そ

してその際に生じる課題の多くを明らかにすることが

できた。日々の煩雑な業務の中で真摯に回答いただい

たこと、まずは厚く御礼を申し上げたい。特に自由記述

欄には、さらなる推進の必要性とそれに伴う悩み、また

だからこそ IR が持つ可能性について言及されている。 

 

これら収集されたデータを「大学 IR 機能促進検討プ

ロジェクト」では組織面、人材面、施設設備面、データ

面、コスト面、外部環境面、そしてその他の７項目に区

分した。それぞれ十分に内容を考察することで導入期

の現状を把握するとともに、さらなる発展期に向けて

のヒントを見つけていった。それらは提言として各項

目で記述されている。ここではさらにそれらを取りま

とめる。  

 

現状としては、「私立大学等改革総合支援事業」の後

押しもあり、IR を実施する全学レベルの組織を多くの

大学で設置しつつある状況がみて取れる。そしてその

新しい組織に新たに人材を配置し、場合によっては予

算も配分することで、さらなる推進を大学としても後

押ししている。これはまさに日本の人材養成の大きな

一翼を担う私立大学として、個人の感覚や経験知中心

から、エビデンスを基盤とした改革にパラダイム転換

していることを意味していると言ってよいだろう。し

かし転換する中で、多くの課題も散見している。7 項目

に共通するのは、人材の不足、教育改革における IR 機

能の位置づけの不鮮明さ、データの散在、そして学内に

おけるガバナンス問題である。IR が設置されることを

主な目的とした導入期を経て、学内外において実質化

する発展期を迎えるためには、以下の３点について今

後さらに議論を重ねていかなくてはならない。  

 

提言１． 

IR 人材の採用と育成 

検討事項の最優先としては、人材の採用および育成

が挙げられるだろう。今後、これまでのように統計スキ

ルのみにとどまらず、教職協働を基盤としてさまざま

な専門性を持つ人材の計画的雇用と計画が求められて

おり、それらを今後は個別大学に加えて、学協会や中間

団体等で共通して担うことを推奨する必要性がある。

さらに人材面にとどまらず、小・中規模大学においては

データベースの構築などの予算補助、さらには IR の活

動自体ではなく、その結果を基盤とした教育改革への

支援も求められている。IR 組織の形骸化を避けるため

にも、予算的処置はさまざまな形でまだ必要な段階で

あると判断する。  

 

 

提言２． 

IR を基盤とした内部質保証システムの構築 

学内における IR 組織が、より他部署と連携しながら

教育改革に寄与するためにも、教育改革全体のグラン

ドデザインの中に IRを正しく位置づけることが不可欠

である。具体的には、3 ポリシーの策定・公表に関わる

省令改正（学校教育法施行規則 2016年 3 月 31 日改正）

に伴うディプロマポリシーと IR機能の整合性であろう。

折しも 2018 年度より第 3 サイクルを迎える認証評価

制度では、観点を「教育の成果＝何を教えたか」から「教

育の成果＝何を学んだか」に転換をすることによって、

学習成果とその可視化が大きくクローズアップされて

いる。  

 

 

提言３． 

経営・財務を対象とした IR の促進 

多くの大学で先導的に始まった教学の IR だが、私立

大学としては教育と経営とは切り離すことはできない。

そこで経営や財務に関する IRの導入および充実も検討

する必要がある。受験生確保の観点からしても、教育の

ブランド化は経営にも直結する問題である。そのため

には統合データベースの構築や個人情報保護の観点か

らのデータ取り扱いガイドラインなど環境を早急に整

えていく必要がある。  
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以上、これらの提言は、それぞれの大学が取り組むべ

きことであると同時に、大学同士が連携し、共有するこ

とによって、さらに促進する可能性を秘めている。特に

同規模大学同士でのベンチマーク（標準数値）の設定は

有効であり、それによって自大学の特徴がより明確に

なるだろう。  

21 世紀は人工知能等さまざまな技術革新が台頭する

世の中において、入学する学生の能力をディプロマポ

リシーに沿って最大限伸ばし、社会に送り出すために

は、評価と改善を繰り返し強化していくことが不可欠

だ。そのためにも、IR 機能を今後も個々の大学で引き

続き強化することであろう。日本私立大学連盟では、今

後も継続的な調査を実施し、加盟大学の IR 活動に役立

つ情報を提供していきたい。
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A
エ
ビ
デ
ン
ス
に

基
づ
く
改
善

⾰
新
⼒

関
⻄
⼤
学
で
は
，
内
部
質
保
証
シ
ス
テ
ム
の
中
⼼
的
な
役
割
を
担
う
た
め
，
教
学
IR
の
強
化
を
図
っ
て
い
る
。
特
に
授
業
と
い
う
ミ
ク
ロ
レ
ベ
ル
，
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
ミ
ド
ル
レ
ベ
ル
，
そ
し
て
ミ
ド
ル
レ
ベ
ル
の
総
体
と
し
て

⼤
学
全
体
の
マ
ク
ロ
レ
ベ
ル
の
3
層
の
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
の
整
合
性
に
注
視
し
，
重
層
化
を
デ
ザ
イ
ン
し
て
い
く
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

【
内
部
質
保
証
シ
ス
テ
ム
】

P
：
学
校
法
人
と
し
て
併
設
校
か
ら
⼤
学
院
ま
で
一
貫
し
た
『
考
動
力
』
キ
ー
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
の
設
定
お
よ
び
D
P
や
プ
ロ
グ
ラ
ム
ポ
リ
シ
ー
の
明
確
化
，
C
1
：
逆
向
き
設
定
に
よ
る
P
の
測
定
方
法
の
規
定
，
D
：
正
課
内
外
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
ア
ク
テ
ィ
ブ
ラ
ー
ニ
ン
グ
化
お
よ
び
本
学
の
特
徴
を
活
か
し
た
教
育
の
ブ
ラ
ン
ド
化
，
C
２
：
間
接
評
価
と
し
て
各
種
学
生
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
実
施
，
G
P
A
等
の
直
接
評
価
の
分
析
，
さ
ら
に
デ
ー
タ
提
供
者
の
学

生
に
直
接
結
果
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
，
A
：
C
2
の
結
果
に
よ
る
エ
ビ
デ
ン
ス
ベ
ー
ス
の
教
育
改
善

【
教
学
IR
の
特
徴
】

⼤
き
な
特
徴
と
し
て
，
全
学
組
織
の
教
学
IR
が
各
学
士
課
程
と
協
働
で
C
2
や
A
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
に
あ
る
。
内
容
の
専
門
家
で
あ
る
学
部
と
教
育
統
計
の
専
門
家
と
し
て
の
IR
が
探
索
的
な
分
析
を
繰
り
返
し
，
改
善
の
基
盤

と
な
る
エ
ビ
デ
ン
ス
を
抽
出
し
，
教
育
改
善
・
教
育
開
発
を
行
っ
て
い
く
。
ま
た
そ
の
導
入
等
の
改
善
を
C
２
で
繰
り
返
し
行
う
こ
と
で
，
ス
パ
イ
ラ
ル
形
式
の
改
善
を
目
指
す
。

Ⅳ
．
IR
の
活
⽤
事
例
①
：
関
⻄
⼤
学
に
お
け
る
学
⽣
の
学
び
と
成
⻑
に
寄
与
す
る
教
学
IR
の
取
り
組
み

⼈
間
⼒

社
会
⼒

国
際
⼒

⾃
律
⼒

P
理
念
・
達
成
目
標
の
共
有
化

C1
ア
セ
ス
メ
ン
ト
・
ポ
リ
シ
ー

●
逆
向
き
設
計
に
よ
る
評
価
プ
ラ
ン
の
検
討
。

●
部
局
に
よ
る
質
保
証
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
の
作
成

D
継
続
的
な
ア
ク
テ
ィ
ブ
ラ
ー
ニ
ン
グ

戦
略
的
な
教
育
課
程

デ
ー
タ
を
基
盤
と
す
る
学
び
の
実
態
調
査
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Ⅳ
．
IR
の
活
⽤
事
例
②
：
國
學
院
⼤
學
に
お
け
る
IR
推
進
の
取
り
組
み
國
學
院
⼤
學
で
は
、
デ
ー
タ
を
有
効
活
⽤
し
、
中
⻑
期
計
画
で
定
め
た
改
⾰
を
遂
行
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
IR
活
動
を
推
進
し
て
い
る
。

【
推
進
体
制
】

「
現
場
分
散
教
職
協
働
型
」
を
基
本
と
し
、
教
員
組
織
で
は
、
「
教
育
開
発
推
進
機
構
」
に
IR
専
従
教
員
を
配
置
し
、
主
に
教
学
IR
に
取
り
組

ん
で
い
る
。
現
在
、
U
R
A
の
配
置
と
研
究
IR
の
推
進
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
て
お
り
、
将
来
的
に
「
研
究
開
発
推
進
機
構
」
に
お
い
て
実
践

さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
一
方
、
職
員
組
織
で
は
、
事
務
局
に
お
け
る
意
思
決
定
機
関
で
あ
る
部
⻑
会
議
の
も
と
に
３
つ
の
部
会
を
設
置
し
、
学

⻑
・
執
行
部
や
各
学
部
等
に
施
策
提
案
を
行
う
と
と
も
に
、
事
務
局
⾃
体
の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
ま
た
、
事
務
局
各
課
（
2
4
課
）
か
ら

委
員
を
選
出
し
、
「
IR
推
進
連
絡
協
議
会
」
を
設
置
し
て
い
る
。
同
協
議
会
で
は
、
学
内
の
諸
業
務
や
諸
デ
ー
タ
を
横
断
し
、
教
学
や
研
究
と

い
っ
た
領
域
に
捉
わ
れ
な
い
、
広
義
の
IR
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

【
取
り
組
み
の
成
果
】

「
学
生
リ
ア
ル
調
査
（
学
生
ア
ン
ケ
ー
ト
）
」
、
「
卒
後
調
査
」
、
「
職
員
実
態
調
査
（
職
員
ア
ン
ケ
ー
ト
）
」
等
の
定
性
デ
ー
タ
と
学
内

デ
ー
タ
と
に
基
づ
き
分
析
を
行
い
、
得
ら
れ
た
結
果
を
も
と
に
教
職
協
働
で
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
⾰
や
施
設
設
備
整
備
を
実
施
し
た
。

教
育
開
発

推
進
機
構

研
究
開
発

推
進
機
構

（
検
討
中
）

第
一
分
科
会

（
環
境
構
築
）

第
二
分
科
会

（
調
査
・
分
析
）

第
三
分
科
会

（
人
材
育
成
）

学
⻑
・
執
行
部

各
学
部

・
⼤
学
院

執
行
部
施
策

分
科
会

各
学
部
施
策

分
科
会

事
務
局
施
策

分
科
会

各
課
所
有

デ
ー
タ

事
務
局

部
⻑
会
議

IR
推
進
連
絡
協
議
会

学
生

卒
業
生

教
職
員

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

研
究
IR

教
学
IR

IR
専
従
教
員

U
R
A

構
築

収 集

活
⽤

教
職
協
働

政
策
提
案 研
究
支
援

支
援

情
報
収
集

情
報
収
集

支
援

広
義
の
IR

情
報
共
有

フ
ォ
ル
ダ 活
⽤

計
画
・
方
針

要 望
提 案

情
報
収
集

教
員
組
織

計
画
・
方
針

- 26 -



私
大
連
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
」

「
デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
」
（
h
tt
p
:/
/w

w
w
.s
h
id
a
ir
e
n
.o
r.
jp
/m

e
m
b
e
rs
/f
o
r_
m
e
n
b
e
rs
_
m
/d
a
ta
_
m
）
は
、
会
員
法
人
へ
の
情
報
提
供
サ
ー

ビ
ス
の
一
環
と
し
て
展
開
す
る
連
盟
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
上
の
機
能
で
す
。

各
大
学
の
窓
口
に
承
認
さ
れ
た
教
職
員
の
方
で
あ
れ
ば
、
連
盟
が
実
施
し
た
各
種
調
査
の
集
計
結
果
等
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
、

ご
利
用
い
た
だ
け
ま
す
。

と
く
に
、
「
学
生
・
教
職
員
数
等
調
査
」
「
財
務
状
況
調
査
」
「
学
生
納
付
金
等
調
査
」
は
、
毎
年
、
「
学
校
法
人
基
礎
調

査
」
（
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
実
施
）
に
基
づ
き
各
法
人
・
大
学
の
基
本
的
な
情
報
を
集
計
し
、
加
工
可
能
な
形
式
で
調

査
結
果
を
提
供
し
て
い
る
た
め
、
各
大
学
に
お
け
る
定
量
的
な
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
分
析
に
有
効
で
す
。

学
生
・
教
職
員
数
等
調
査
報
告
書

学
生
、
教
員
、
職
員
の
人
数
に
関
係
す
る
デ
ー
タ
を
集
計
し
て
い
ま
す
。

【
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
項
目
例
】
S
/T
比
、
県
別
入
学
者
数

等

学
生
納
付
金
等
調
査
報
告
書

授
業
料
等
学
生
が
納
付
す
る
金
額
に
関
係
す
る
デ
ー
タ
の
他
、
学
校
債
や
寄

付
金
の
募
集
予
定
状
況
に
つ
い
て
集
計
し
て
い
ま
す
。

【
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
項
目
例
】
学
科
別
初
年
次
・
在
学
期
間
納
付
金
額

等

財
務
状
況
調
査
集
計
結
果

財
務
に
関
係
す
る
デ
ー
タ
を
、
計
算
書
類
別
に
集
計
し
て
い
ま
す
。

【
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
項
目
例
】
教
育
研
究
経
費
比
率
、
管
理
経
費
費
比
率

等

■
上
智
大
学
：
B
Iツ
ー
ル
「
T
a
b
le
a
u
」
を
活
用
し
た
IR
推
進
に
つ
い
て

（
デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
掲
載
デ
ー
タ
は
、
）
日
本
私
立
大
学
連
盟
の
会
員
校
で
あ
れ
ば

ア
ク
セ
ス
や
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
が
可
能
で
あ
り
、
大
学
ご
と
、
か
つ
学
部
ご
と
に
学
生
、
教

職
員
、
入
試
、
財
務
と
い
っ
た
加
盟
私
立
大
学
に
関
わ
る
基
礎
情
報
が
複
数
年
分
格
納
さ

れ
て
い
て
、
い
わ
ば
比
較
の
た
め
の
「
宝
の
山
」
と
い
え
る
。
…
…
ツ
ー
ル
の
習
熟
に
役
立

つ
と
同
時
に
、
前
述
の
通
り
、
私
立
大
学
群
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
資
料
作
成
も
行
え
る
と
い

う
、
「
一
粒
で
二
度
お
い
し
い
」
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
な
っ
て
い
る
。

（
『
大
学
時
報
』
2
0
1
6
.9

p
.7
5
）

■
明
治
大
学
：
意
思
決
定
を
支
援
す
る
IR

−
議
論
の
素
材
を
提
供
す
る
明
治
大
学
の
IR

基
礎
デ
ー
タ
の
場
合
は
、
主
要
他
大
学
と
の
比
較
に
よ
っ
て
、
今
後
、
目
標
と
す
る
ポ

ジ
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
検
討
が
始
ま
る
な
ど
、
議
論
の
題
材
と
し
て
有
効
に
機
能
し
た
。
私

大
連
盟
加
盟
校
で
あ
れ
ば
「
私
大
連
盟
デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
」
で
、
か
な
り
精
緻
な
ベ
ン

チ
マ
ー
ク
分
析
も
可
能
で
あ
る
。
（
『
大
学
時
報
』
2
0
1
6
.9

p
.8
2
）

デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
利
用
例

デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
の
主
な
デ
ー
タ

⇒
入
手
可
能
な
デ
ー
タ
一
覧
の
詳
細
は
次
ペ
ー
ジ
を
ご
参
照
く
だ
さ
い

Ⅳ
．
IR
の
活
用
事
例
（
参
考
）
：
私
大
連
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
」
に
つ
い
て
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私
大
連
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
デ
ー
タ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
」
掲
載
デ
ー
タ
一
覧

実
施
年

調
査
名

デ
ー
タ
一
覧

１
毎
年

学
生
・
教
職
員
数
等
調
査

・
法
人
全
体
学
生
・
生
徒
・
児
童
・
園
児
数

・
学
部
別
学
生
数
（
実
員
・
定
員
）

・
学
部
別
中
途
退
学
者
数

・
入
学
状
況
（
卒
業
年
別
、
入
試
選
考
区
分
別
、
出
身
高
校
所
在
地
県
別
）

・
編
入
学
状
況

・
学
部
別
進
路
別
卒
業
者
数
及
び
産
業
別
就
職
者
数

・
大
学
院
研
究
科
別
学
生
数
（
実
員
・
定
員
）

・
大
学
院
研
究
科
別
中
途
退
学
者
数

・
入
学
状
況
（
年
齢
別
、
出
身
校
別
、
入
試
選
考
区
分
別
）

・
大
学
院
別
進
路
別
卒
業
者
数
及
び
産
業
別
就
職
者
数

・
所
属
別
教
員
数

・
大
学
院
担
当
者
数

・
研
究
休
暇
・
国
内
研
修
・
在
外
研
究
者
数

・
担
当
科
目
別
外
国
籍
教
員
数

・
所
属
別
職
員
数

・
業
務
分
野
別
職
員
数

2
毎
年

学
生
納
付
金
等
調
査

・
大
学
学
科
別
学
生
納
付
金
額
（
初
年
度
・
在
学
期
間
）

・
大
学
院
課
程
･専

攻
科
別
学
生
納
付
金
額
(初

年
度
・
在
学
期
間
)

・
学
生
納
付
金
決
定
方
式

・
そ
の
他
の
徴
収
金
一
覧

・
学
校
債
・
寄
付
金
募
集
予
定

３
毎
年

財
務
状
況
調
査

・
資
金
収
支
計
算
書
（
法
人
別
・
規
模
グ
ル
ー
プ
別
）

・
学
生
一
人
当
り
収
入
・
支
出
金
額

・
活
動
区
分
資
金
収
支
計
算
書
（
法
人
別
・
規
模
グ
ル
ー
プ
別
）

・
事
業
活
動
収
支
計
算
書
（
法
人
別
・
規
模
グ
ル
ー
プ
別
）

・
貸
借
対
照
表
（
法
人
別
・
規
模
グ
ル
ー
プ
別
）

・
借
入
金
等
残
高

・
寄
付
者
別
寄
付
金
内
訳

４
毎
年

加
盟
大
学
財
務
状
況
の
推
移

・
過
去
２
０
年
間
の
計
算
書
類
別
金
額
及
び
構
成
比
（
加
盟
法
人
全
体
及
び
大
学
部
門
）

５
毎
年

土
地
・
建
物
面
積
等
デ
ー
タ

・
自
有
借
用
及
び
目
的
別
土
地
面
積

・
自
有
借
用
及
び
目
的
別
建
物
面
積

・
図
書
冊
数
、
閲
覧
室
座
席
数
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Ⅴ
．
付
録

【
目

的
】

【
対

象
】

添
付

フ
ァ

イ
ル

名
：

大
学

名
を

付
し

て
く

だ
さ

い
。

（
例

 
●

●
大

学
ア

ン
ケ

ー
ト

回
答

.xl
s〕

送
 

信
 

先
：

ko
ho

@
sh

id
ai

re
n.

or
.jp

メ
ー

ル
件

名
：

IR
ア

ン
ケ

ー
ト

回
答

（
●

●
大

学
）

【
回

答
期

限
】

 
 

 
 

平
成

２
９

年
１

１
月

１
３

日
（

月
）

【
そ

の
他

】

ko
ho

@
sh

id
ai

re
n.

or
.jp

 T
EL

：
03

-3
26

2-
86

72
 

 
FA

X：
03

-3
26

2-
43

63

【
回

答
に

つ
い

て
の

ご
連

絡
先

】

平
成

29
年

10
月

大
学

IR
機

能
促

進
検

討
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

電
話

番
号

Ｅ
メ

ー
ル

ア
ド

レ
ス

 
本
ア
ン
ケ
ー
ト
は
、
私
立
大
学
の
IR
活
動
の
推
進
に
向
け
た
提
言
を
と
り
ま
と
め
る
に
あ
た
り
、
加
盟
大
学
に
お
け
る
IR
活
動
の
現
状
を
把
握
す
る
こ

と
を
目
的
に
し
て
い
ま
す
。

法
人

名
▼
一
覧
か
ら
お
選
び
く
だ
さ
い

 
 
 
ご
不
明
な
点
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
下
記
の
連
盟
事
務
局
ま
で
ご
連
絡
だ
さ
い
。

 
 
 
 
 
一
般
社
団
法
人
日
本
私
立
大
学
連
盟
 
広
報
情
報
課
（
横
山
、
八
木
）

連
絡

先
氏

名

 
※
１
法
人
１
回
答
を
想
定
し
て
い
ま
す
が
、
設
置
大
学
毎
に
状
況
が
異
な
る
場
合
は
、
大
学
毎
に
回
答
し
て
い
た
だ
い
て
構
い
ま
せ
ん
。

大
学

の
イ

ン
ス

テ
ィ

テ
ュ

ー
シ

ョ
ナ

ル
・

リ
サ

ー
チ

（
IR

）
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

【
回

答
方

法
】

 
貴

大
学

の
IR

活
動

関
係

業
務

ご
担

当
者

 
私
大
連
we

bサ
イ
ト
（
加
盟
大
学
専
用
ペ
ー
ジ
）
よ
り
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
フ
ァ
イ
ル
に
回
答
を
入
力
し
、
下
記
フ
ァ
イ
ル
名
に
変
更
の

う
え
、
Ｅ
メ
ー
ル
に
添
付
し
て
連
盟
事
務
局
ま
で
ご
送
信
く
だ
さ
い
。

大
学

名
▼
一
覧
か
ら
お
選
び
く
だ
さ
い

部
署

一
般

社
団

法
人

日
本

私
立

大
学

連
盟

 
 
本
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
大
学
の
IR
の
定
義
を
「
大
学
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
と
そ
の
実
現
の
た
め
の
手
段
と
り
わ
け
情
報
収
集
と
分
析
」
と
し
、

 
同
定
義
に
関
わ
る
活
動
（
業
務
）
を
IR
活
動
と
し
て
い
ま
す
。
貴
大
学
で
、
そ
れ
ら
の
活
動
に
関
わ
る
業
務
（
IR
と
い
う
名
称
を
使
っ
て
い

 
る
か
否
か
に
関
わ
ら
ず
）
に
携
わ
っ
て
い
る
方
の
ご
回
答
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

1

問
１
．
貴
学
で
は
全
学
レ
ベ
ル
の
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
シ
ョ
ナ
ル
・
リ
サ
ー
チ
（
IR
）
を
実
施
し
て
い
る
組
織
（
以
下
、
「
IR
組
織
」
）
は
あ
り
ま
す
か
。

貴
学
の
全
学
レ
ベ
ル
の
IR
組
織
に
つ
い
て
お
答
え
く
だ
さ
い
。

専
任

人
専
任
以
外

人
う
ち
専
従
者

人
専
任

人
専
任
以
外

人
う
ち
専
従
者

人

「
8．

そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

設
置
年
度

職
員
数

以
下
の
設
問
は
、
問
１
で
１
．
も
し
く
は
２
．
と
回
答
し
た
大
学
の
み
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。

１
．

IR
を

実
施

し
て

い
る

全
学

レ
ベ

ル
の

組
織

が
あ

り
、

名
称

に
「

IR
」

（
ま

た
は

「
イ

ン
ス

テ
ィ

テ
ュ

ー
 

 
シ

ョ
ナ

ル
・

リ
サ

ー
チ

」
）

と
い

う
語

を
含

ん
で

い
る

 
 
⇒
次
に
、
「
問
２
」
に
お
進
み
く
だ
さ
い
。

２
．

IR
を

実
施

し
て

い
る

全
学

レ
ベ

ル
の

組
織

が
あ

り
、

名
称

に
「

IR
」

（
ま

た
は

「
イ

ン
ス

テ
ィ

テ
ュ

ー
 

 
シ

ョ
ナ

ル
・

リ
サ

ー
チ

」
）

と
い

う
語

を
含

ん
で

い
な

い
 
⇒
次
に
、
「
問
２
」
に
お
進
み
く
だ
さ
い
。

３
．

IR
を

実
施

し
て

い
る

全
学

レ
ベ

ル
の

組
織

は
な

い
 

 
 
⇒
次
に
、
「
問
７
」
に
お
進
み
く
だ
さ
い
。

４
．

IR
を

実
施

し
て

い
る

全
学

レ
ベ

ル
の

組
織

は
な

い
が

、
設

置
を

検
討

中
で

あ
る

 
 

 
⇒
次
に
、
「
問
７
」
に
お
進
み
く
だ
さ
い
。

教
員
数

年
（
⻄
暦
）

問
２
．
IR
組
織
（
「
問
１
」
で
回
答
し
た
組
織
）
の
体
制
等
に
つ
い
て
、
お
答
え
く
だ
さ
い
。

組
織
の
名
称

組
織
に
関
す
る
規
程
の
有
無

問
３
．
IR
組
織
の
⻑
は
次
の
ど
な
た
に
あ
た
り
ま
す
か
。
な
お
、
兼
職
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
あ
て
は
ま
る
す
べ
て
の
項
目
に
○

を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

６
．

セ
ン

タ
ー

⻑
７

．
室

⻑

い
ず
れ
か
一
つ
に
「
○
」

８
．

そ
の

他
（

下
欄

に
内

容
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
）

あ
て
は
ま
る
す
べ
て
に

「
○
」

４
．

担
当

理
事

５
．

学
⻑

補
佐

・
学

⻑
特

別
補

佐

１
．

学
⻑

（
総

⻑
）

２
．

理
事

⻑
３

．
副

学
⻑

 
※

こ
こ

で
の

「
専

従
者

」
と

は
、

IR
に

関
 

 
す

る
業

務
担

当
を

主
と

し
、

他
業

務
を

 
 

兼
務

し
な

い
者

と
し

ま
す

。

本
ア

ン
ケ

ー
ト

に
お

け
る

「
イ

ン
ス

テ
ィ

テ
ュ

ー
シ

ョ
ナ

ル
・

リ
サ

ー
チ

（
IR

）
」

に
つ

い
て

本
ア

ン
ケ

ー
ト

で
は

、
平

成
24

-2
5年

度
文

部
科

学
省

大
学

改
革

推
進

委
託

事
業

「
大

学
に

お
け

る
IR

（
イ

ン
ス

テ
ィ

テ
ュ

ー
シ

ョ
ナ

ル
・

リ
サ

ー
チ

）
の

現
状

と
在

り
方

に
関

す
る

調
査

研
究

」
（

20
14

年
３

月
）

に
基

づ
き

、
日

本
に

お
け

る
IR

の
定

義
を
「
大
学
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
と
そ
の
実
現
の
た
め

の
手
段
と
り
わ
け
情
報
収
集
と
分
析
」

と
し

、
同

定
義

に
関

わ
る

活
動

（
業

務
）

を
IR

活
動

と
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、

本
ア

ン
ケ

ー
ト

は
、

同
「

調
査

研
究

」
の

一
環

と
し

て
実

施
さ

れ
た

「
大

学
の

イ
ン

ス
テ

ィ
テ

ュ
ー

シ
ョ

ナ
ル

・
リ

サ
ー

チ
（

IR
）

に
関

す
る

調
査

研
究

」
（

20
13

年
12

月
）

を
参

考
に

作
成

・
実

施
し

て
い

ま
す

。

2
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 （
１

）
年

間
の

予
算

額
（

人
件

費
は

除
く

）
は

ど
の

程
度

か
お

答
え

く
だ

さ
い

。

１
．

単
独

の
予

算
は

な
い

２
．

50
万

円
未

満
３

．
50

〜
10

0万
円

未
満

４
．

10
0〜

20
0万

未
満

５
．

20
0〜

50
0万

未
満

６
．

50
0万

以
上

（
２

）
予

算
の

種
別

は
ど

の
よ

う
な

も
の

で
す

か
。

１
．

経
常

経
費

２
．

理
事

⻑
（

理
事

）
ま

た
は

学
⻑

の
裁

量
経

費
３

．
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
経

費
４

．
外

部
資

金
５

．
そ

の
他

（
下

欄
に

内
容

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

）

「
5．

そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

問
５
．
IR
組
織
の
役
割
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
す
べ
て
の
項
目
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

１
．

デ
ー

タ
の

収
集

・
蓄

積
２

．
調

査
分

析
３

．
分

析
結

果
の

報
告

４
．

政
策

提
言

５
．

施
策

（
企

画
）

の
立

案
と

実
行

６
．

そ
の

他
（

下
欄

に
内

容
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
）

「
６
．
そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

 

あ
て
は
ま
る
す
べ
て
に

「
○
」

い
ず
れ
か
一
つ
に
「
○
」

問
４
．
IR
組
織
の
予
算
措
置
に
つ
い
て
、
お
答
え
く
だ
さ
い
。

い
ず
れ
か
一
つ
に
「
○
」 3

問
６
．
IR
組
織
で
収
集
し
て
い
る
の
デ
ー
タ
に
つ
い
て
お
答
え
く
だ
さ
い
。

（
１

）
収

集
し

て
い

る
デ

ー
タ

の
種

類
に

つ
い

て
、

あ
て

は
ま

る
す

べ
て

の
項

目
に

○
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

１
．

入
学

前
の

成
績

２
．

入
学

前
の

学
習

経
験

３
．

プ
レ

ー
ス

メ
ン

ト
テ

ス
ト

の
結

果
４

．
学

生
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

（
生

活
調

査
等

）
５

．
学

籍
情

報
６

．
成

績
情

報
７

．
奨

学
金

情
報

８
．

部
活

・
サ

ー
ク

ル
情

報
９

．
卒

業
時

の
到

達
度

調
査

10
．

卒
業

生
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

11
．

寄
付

金
情

報
12

．
外

部
研

究
費

獲
得

の
情

報
13

．
外

部
資

格
試

験
情

報
14

．
学

生
の

内
定

先
情

報
15

．
卒

業
生

の
転

職
状

況
16

．
そ

の
他

（
下

欄
に

内
容

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

）

「
16

．
そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

（
２

）
収

集
し

た
デ

ー
タ

は
、

IR
活

動
専

用
の

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

（
Ｄ

Ｂ
）

サ
ー

バ
に

て
一

元
管

理
し

て
い

ま
す

か
。

１
．

専
用

Ｄ
Ｂ

サ
ー

バ
に

て
デ

ー
タ

を
一

元
管

理
し

て
い

る
２

．
専

用
Ｄ

Ｂ
サ

ー
バ

に
て

デ
ー

タ
を

集
約

し
て

お
り

、
一

元
管

理
へ

と
整

え
て

い
っ

て
い

る
３

．
専

用
Ｄ

Ｂ
サ

ー
バ

に
て

デ
ー

タ
を

集
約

し
て

お
り

、
一

元
管

理
す

る
予

定
は

な
い

４
．

専
用

Ｄ
Ｂ

サ
ー

バ
で

は
デ

ー
タ

を
集

約
し

て
い

な
い

５
．

そ
の

他
（

下
欄

に
内

容
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
）

※
こ

こ
で

の
「

一
元

管
理

」
と

は
、

集
約

さ
れ

た
情

報
を

統
合

的
に

一
つ

の
仕

組
み

と
し

て
管

理
す

る
こ

と
と

し
ま

す
。

「
5．

そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

あ
て
は
ま
る
す
べ
て
に

「
○
」

い
ず
れ
か
一
つ
に
「
○
」

4
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１
．

入
学

志
願

者
の

調
査

（
マ

ー
ケ

ッ
テ

ィ
ン

グ
）

２
．

就
職

状
況

調
査

３
．

成
績

分
布

や
GP

Aな
ど

の
分

析
４

．
休

学
、

留
年

、
中

退
な

ど
の

要
因

分
析

５
．

⻑
期

・
中

期
計

画
（

戦
略

計
画

）
策

定
６

．
財

務
状

況
の

分
析

７
．

学
生

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
（

生
活

調
査

、
生

活
実

態
調

査
な

ど
）

８
．

学
生

の
達

成
度

調
査

、
大

学
教

育
の

評
価

調
査

な
ど

９
．

卒
業

生
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

10
．

入
学

以
前

の
学

生
の

特
性

の
分

析
11

．
FD

の
根

拠
と

な
る

情
報

の
提

供
12

．
執

行
部

へ
の

調
査

情
報

・
分

析
の

提
供

13
．

認
証

評
価

へ
の

対
応

14
．

大
学

情
報

公
開

へ
の

対
応

15
．

外
部

研
究

資
金

獲
得

状
況

の
分

析
16

．
研

究
業

績
に

関
す

る
分

析
17

．
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
（

学
生

や
保

護
者

な
ど

）
へ

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

18
．

寄
付

に
関

す
る

分
析

１
．

大
学

評
価

へ
の

対
応

２
．

教
育

改
革

の
成

果
の

チ
ェ

ッ
ク

３
．

学
生

へ
の

支
援

４
．

大
学

経
営

上
の

必
要

性
５

．
大

学
の

説
明

責
任

を
果

た
す

た
め

６
．

教
員

の
研

究
活

動
の

把
握

７
．

内
部

質
保

証
シ

ス
テ

ム
へ

の
貢

献
８

．
卒

業
・

進
級

の
判

定
９

．
そ

の
他

（
下

欄
に

内
容

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

）

問
７
．
貴
大
学
に
お
い
て
以
下
の
a〜

rの
活
動
を
実
施
し
て
い
る
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
実
施
体
制
に
つ
い
て
「
全
学
レ
ベ
ル
」
か
「
学
部
レ

ベ
ル
」
、
ま
た
は
「
そ
の
他
」
の
い
ず
れ
か
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
活
動
を
実
施
し
て
い
な
い
場
合
は
、
「
な
し
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ

い
。

【
選
択
肢
】

 
１
．
全
学
レ
ベ
ル

 
２
．
学
部
レ
ベ
ル

 
３
．
そ
の
他

 
４
．
な
し

以
下
の
設
問
は
、
全
て
の
大
学
が
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

あ
て
は
ま
る
す
べ
て
に

「
○
」

問
８
．
貴
学
に
お
け
る
IR
活
動
の
目
的
は
何
で
し
ょ
う
か
。
あ
て
は
ま
る
す
べ
て
の
項
目
に
〇
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

5

「
9．

そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

問
９
．
学
生
に
関
す
る
デ
ー
タ
の
収
集
・
分
析
に
つ
い
て
お
答
え
く
だ
さ
い
。

（
１

）
全

学
レ

ベ
ル

の
学

生
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

を
実

施
し

て
い

ま
す

か
。

１
．

無
記

名
式

で
実

施
し

て
い

る
２

．
記

名
式

で
実

施
し

て
い

る
３

．
実

施
し

て
い

な
い

（
２

）
学

生
に

関
す

る
デ

ー
タ

の
収

集
・

分
析

に
つ

い
て

、
あ

て
は

ま
る

す
べ

て
の

項
目

に
〇

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。

１
．

ほ
ぼ

す
べ

て
学

内
の

IR
組

織
で

行
っ

て
い

る
２

．
ほ

ぼ
す

べ
て

学
内

の
組

織
（

IR
組

織
以

外
）

で
行

っ
て

い
る

３
．

他
大

学
等

と
共

同
共

有
し

て
い

る
４

．
一

部
、

外
部

の
業

者
に

委
託

し
て

い
る

も
の

が
あ

る
５

．
ほ

ぼ
す

べ
て

外
部

の
業

者
に

委
託

し
て

い
る

６
．

そ
の

他
（

下
欄

に
内

容
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
）

「
６
．
そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

学
務

（
学

籍
・

成
績

等
）

デ
ー

タ
教

員
デ

ー
タ

財
務

デ
ー

タ

問
11

．
IR
活
動
に
専
従
す
る
教
職
員
の
採
用
ま
た
は
育
成
を
行
っ
て
い
ま
す
か
。

１
．

行
っ

て
い

る
２

．
行

っ
て

い
な

い
３

．
行

っ
て

い
な

い
が

検
討

し
て

い
る

４
．

行
っ

て
お

ら
ず

検
討

も
し

て
い

な
い

５
．

そ
の

他
（

下
欄

に
内

容
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
）

【
育
成
】

い
ず
れ
か
一
つ
に
「
○
」

【
選
択
肢
】

 
１
．
ア
ク
セ
ス
で
き
る

 
２
．
ア
ク
セ
ス
で
き
な
い
が
、
リ
ト
リ
ー
ブ
で
き
る

 
３
．
ア
ク
セ
ス
も
リ
ト
リ
ー
ブ
も
で
き
な
い

い
ず
れ
か
一
つ
に
「
○
」

問
10

．
全
学
レ
ベ
ル
の
各
ロ
ー
デ
ー
タ
（
個
人
情
報
等
も
含
む
、
処
理
を
し
て
い
な
い
情
報
）
へ
の
、
IR
活
動
担
当
者
の
ア
ク
セ
ス
と
リ
ト

リ
ー
ブ
（
直
接
ア
ク
セ
ス
は
で
き
な
い
が
、
ロ
ー
デ
ー
タ
を
提
供
さ
れ
る
こ
と
は
可
能
）
の
権
限
の
状
況
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
選
択
肢
を

選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

あ
て
は
ま
る
す
べ
て
に

「
○
」

【
採
用
】

い
ず
れ
か
一
つ
に
「
○
」 6
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「
5．

そ
の
他
」
の
具
体
的
内
容

（
１

）
組

織
面

（
組

織
の

位
置

づ
け

、
在

り
方

等
の

課
題

に
つ

い
て

）

（
２

）
人

材
面

（
人

員
、

構
成

、
人

材
育

成
等

の
課

題
に

つ
い

て
）

（
３

）
施

設
設

備
面

（
情

報
収

集
・

情
報

処
理

に
使

用
す

る
施

設
設

備
、

機
器

備
品

等
の

課
題

に
つ

い
て

）

（
４

）
デ

ー
タ

面
（

デ
ー

タ
収

集
、

デ
ー

タ
分

析
・

活
用

等
の

課
題

に
つ

い
て

）

（
５

）
コ

ス
ト

面
（

IR
活

動
へ

の
予

算
、

IR
関

係
業

務
に

か
か

る
費

用
等

の
課

題
に

つ
い

て
）

（
６

）
外

部
環

境
面

（
IR

活
動

に
対

す
る

学
内

の
理

解
、

他
部

署
と

の
連

携
等

の
課

題
に

つ
い

て
）

（
７

）
そ

の
他

ご
回

答
あ

り
が

と
う

ご
ざ

い
ま

し
た

。

問
12

．
貴
大
学
の
IR
活
動
お
よ
び
IR
組
織
に
関
し
て
課
題
に
感
じ
て
い
る
こ
と
を
、
以
下
の
７
つ
の
視
点
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
ご
自
由
に
記
入
く
だ

さ
い
。

7
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